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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

第３四半期 
連結累計期間

第44期
第３四半期 
連結会計期間

第43期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (千円) 8,711,940 3,065,112 12,062,265

経常利益 (千円) 606,006 329,733 889,536

四半期(当期)純利益 (千円) 338,279 184,142 501,154

純資産額 (千円) ― 5,261,002 5,057,125

総資産額 (千円) ― 10,384,283 11,241,641

１株当たり純資産額 (円) ― 377.18 362.55

１株当たり四半期(当期) 
純利益 

(円) 24.25 13.20 35.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 50.7 45.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 674,122 ― 1,406,871

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 634,058 ― △1,104,974

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 732,021 ― △1,125,351

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― 1,274,590 1,966,547

従業員数 (名) ― 666 654
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい
る事業の内容に重要な変更はありません。 
また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

(1) 連結会社の状況 

                          平成20年12月31日現在 

 
(注）従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

                          平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 他社からの出向者６名を含んでおります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 666

従業員数(名) 185
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第２ 【事業の状況】 

  

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

  

(2) 受注実績 

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 動力事業は受注生産を行っていないため、記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

動力事業 1,469,641

整備事業 1,312,348

付帯事業 304,227

合計 3,086,217

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

整備事業 529,751 1,241,022

付帯事業 168,342 162,008

合計 698,094 1,403,031

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

動力事業 1,469,641

整備事業 1,286,607

付帯事業 308,863

合計 3,065,112
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３ 当社グループは、事業の性質上国内航空２社(株式会社日本航空インターナ 

ショナルおよび全日本空輸株式会社)への売上高の総販売実績に占める割合 

が高くなっております。 

４ 各地域別の販売実績は以下のとおりであります。 

 
  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間（10月～12月）におけるわが国経済は、米国発の金融危機に端を発する世

界的な不況と急激な円高により企業収支と雇用環境が急速に悪化し、個人消費も低迷する等、月を追う

毎に景気が深刻化する状況となりました。航空業界においても、燃油価格の高騰は落ち着きをみせたも

のの、昨夏以降、旅客・貨物需要の落ち込みが著しく、路線休止や減便を含めた収支改善施策が打ち出

される厳しい経営環境となっております。 

このような中、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高30億65百万円、営業利益３億47百万円、

経常利益３億29百万円、四半期純利益１億84百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

・動力事業 

路線の休止・減便や小型化の影響で関西空港で若干の減収となったものの、羽田空港・那覇空港

等の販売増により、売上高は14億69百万円、営業利益(配賦不能営業費用控除前)は２億90百万円と

なりました。 

  

・整備事業 

関西空港・成田空港での手荷物搬送設備等の基本契約の増があるものの、沖縄でのホテル保守・

管理業務の減や、顧客企業の経費節減施策による各空港での施設・設備の工事・修繕作業の大幅な

減により、売上高は12億86百万円、営業利益(配賦不能営業費用控除前)は１億72百万円となりまし

た。 

  

・付帯事業 

航空機用電源装置等の販売減があったものの、成田空港の受託手荷物検査装置の運用管理業務の

新規受託やフードカートの販売増により、売上高は３億８百万円、営業利益(配賦不能営業費用控

除前)は74百万円となりました。 

  

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社日本航空インターナショナル 1,333,147 43.5 

全日本空輸株式会社 456,990 14.9 

地域名 金額(千円)

成田国際空港 1,347,276 

東京国際空港 537,377 

関西国際空港 482,714 

その他 697,743 

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、第２四半期連結会計期間末（以下「第２四半期末」とい

う）に比べ３億９百万円（△2.9％）減少して103億84百円となりました。 

流動資産では、第２四半期末に比べ３億31百万円（△8.2%）減少の37億24百万円となりました。主

な要因は、現金および預金が２億79百万円、繰延税金資産が72百万円それぞれ減少したこと等による

ものであります。 

固定資産では、第２四半期末に比べて22百万円（0.3%）増加して66億59百万円となりました。これ

は、主に設備投資及びリースにより有形固定資産が22百万円増加したこと等によるものであります。

負債合計は、第２四半期末から４億91百万円（△8.8%）減少して、51億23百万円となりました。 

このうち流動負債では第２四半期末に比べ４億35百万円(△17.8%）減少して20億12百万円となりま

した。主な要因は、営業未払金が53百万円、未払金が１億85百万円、未払法人税等が99百万円、未払

費用が１億19百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。 

固定負債では第２四半期末から56百万円(△1.8%）減少して、31億10百万円となりました。主な要

因は、リース債務が52百万円増加し、長期借入金が１億12百万円減少したこと等によるものでありま

す。 

純資産合計は、第２四半期末に比べて１億82百万円（3.6%）増加して52億61百万円となりました。

これは、主に利益剰余金が第２四半期末より１億84百万円増加したこと等によるものであります。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間（以下「当四半期」という。）における現金および現金同等物（以下

「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末から２億79百万円減少し当第３四半期連結累計期

間（以下「当四半期累計」という。）では12億74百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当四半期における営業活動の結果得られた資金は２億17百万円となり、当四半期累計では６億74百

円となりました。 

当四半期における資金増加の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益３億22百万円、減価償却費２

億４百円であり、資金減少の主な内訳は、法人税等の支払額の増加額１億68百万円、仕入債務の減少

額54百万円等であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当四半期における投資活動の結果使用した資金は３億55百万円となり、当四半期累計では６億34百

円となりました。 

当四半期に使用した資金は、羽田空港の航空機用動力設備等有形固定資産の取得による支出が主な

ものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当四半期における財務活動の結果使用した資金は１億41百万円となり、当四半期累計では７億32百

円となりました。 
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当四半期における支出は、長期借入金の返済１億40百万円等であります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。 

  

(5）研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、５百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

  

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

  

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,000,000

計 52,000,000

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,950,000 13,950,000 ジャスダック証券取引所
単元株式数は1,000
株であります。 

計 13,950,000 13,950,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成20年10月１日～ 
平成20年12月31日 

― 13,950,000 ― 2,038,750 ― 114,700
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(5) 【大株主の状況】 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

(6) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」には当社所有の自己株式857株が含まれております。 

  

  

② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,000
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式
13,947,000 

13,947 ―

単元未満株式 
普通株式

2,000 
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 13,950,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 13,947 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式） 
株式会社エージーピー 

東京都大田区羽田空港
１―７―１ 

1,000 ― 1,000 0.0

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月 10月

 
11月 12月

最高(円) 288 325 325 349 335 324 320 300 320

最低(円) 275 280 301 324 320 290 275 281 285

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条

第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平

成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビュ

ーを受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,274,590 1,966,132

受取手形及び売掛金 1,617,755 1,864,171

商品及び製品 79,420 100,533

仕掛品 217,829 36,550

原材料及び貯蔵品 295,253 257,601

その他 239,589 302,468

貸倒引当金 △109 △254

流動資産合計 3,724,328 4,527,202

固定資産   

有形固定資産   

構築物 7,934,151 7,852,455

減価償却累計額 △5,283,817 △4,982,760

構築物（純額） 2,650,333 2,869,694

機械及び装置 6,788,451 6,683,760

減価償却累計額 △5,129,250 △4,953,203

機械及び装置（純額） 1,659,200 1,730,557

その他 1,190,070 1,108,821

減価償却累計額 △727,754 △680,722

その他（純額） 462,316 428,098

土地 110,608 110,608

建設仮勘定 533,508 300,756

有形固定資産合計 5,415,967 5,439,714

無形固定資産   

その他 65,662 76,129

無形固定資産合計 65,662 76,129

投資その他の資産   

その他 1,187,575 1,206,094

貸倒引当金 △9,250 △7,500

投資その他の資産合計 1,178,325 1,198,594

固定資産合計 6,659,955 6,714,439

資産合計 10,384,283 11,241,641
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 568,600 807,252

未払法人税等 29,695 178,483

その他 1,414,354 1,742,683

流動負債合計 2,012,651 2,728,419

固定負債   

長期借入金 1,748,455 2,159,263

退職給付引当金 1,281,804 1,262,069

その他 80,369 34,764

固定負債合計 3,110,629 3,456,097

負債合計 5,123,281 6,184,516

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,038,750 2,038,750

資本剰余金 114,700 114,700

利益剰余金 3,096,741 2,884,001

自己株式 △630 △441

株主資本合計 5,249,561 5,037,009

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,441 20,115

評価・換算差額等合計 11,441 20,115

純資産合計 5,261,002 5,057,125

負債純資産合計 10,384,283 11,241,641
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 8,711,940

売上原価 7,397,884

売上総利益 1,314,056

販売費及び一般管理費 ※１  669,902

営業利益 644,153

営業外収益  

受取利息 3,155

受取配当金 1,145

受取保険金 7,283

その他 1,964

営業外収益合計 13,548

営業外費用  

支払利息 42,708

その他 8,987

営業外費用合計 51,695

経常利益 606,006

特別利益  

貸倒引当金戻入額 144

関係会社株式売却益 86

特別利益合計 230

特別損失  

固定資産除却損 11,415

貸倒引当金繰入額 1,750

その他 100

特別損失合計 13,265

税金等調整前四半期純利益 592,972

法人税、住民税及び事業税 181,559

法人税等調整額 73,133

法人税等合計 254,693

四半期純利益 338,279
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 3,065,112

売上原価 2,497,878

売上総利益 567,234

販売費及び一般管理費 ※１  219,913

営業利益 347,321

営業外収益  

受取利息 －

受取配当金 －

受取保険金 －

その他 566

営業外収益合計 566

営業外費用  

支払利息 13,120

その他 5,034

営業外費用合計 18,154

経常利益 329,733

特別利益  

貸倒引当金戻入額 20

関係会社株式売却益 －

特別利益合計 20

特別損失  

固定資産除却損 7,259

貸倒引当金繰入額 －

その他 －

特別損失合計 7,259

税金等調整前四半期純利益 322,494

法人税、住民税及び事業税 65,392

法人税等調整額 72,960

法人税等合計 138,352

四半期純利益 184,142
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 592,972

減価償却費 607,806

関係会社株式売却損益（△は益） △86

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,964

有形固定資産除却損 11,415

受取利息及び受取配当金 △4,300

支払利息 42,708

売上債権の増減額（△は増加） 246,416

たな卸資産の増減額（△は増加） △199,009

仕入債務の増減額（△は減少） △239,462

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,169

その他 25,059

小計 1,039,386

利息及び配当金の受取額 4,300

利息の支払額 △41,574

法人税等の支払額 △327,990

営業活動によるキャッシュ・フロー 674,122

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △656,931

無形固定資産の取得による支出 △3,583

関係会社株式の売却による収入 238

敷金及び保証金の差入による支出 △2,262

敷金及び保証金の回収による収入 29,052

その他 △572

投資活動によるキャッシュ・フロー △634,058

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △605,365

配当金の支払額 △125,667

自己株式の取得による支出 △189

その他 △799

財務活動によるキャッシュ・フロー △732,021

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △691,957

現金及び現金同等物の期首残高 1,966,547

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,274,590
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

第３四半期連結会計期間 

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

１ 会計方針の変更 

(1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用  

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更による損益への影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 

(2）リース取引に関する会計基準等の適用 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月

30日 企業会計基準第13号）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計

期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する

方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 この変更による損益への影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 

 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

役員報酬 128,100千円

給与手当 151,192 〃

 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

役員報酬 43,230千円

給与手当 47,712 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

    配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高1,274,590千円は、四半期連結貸借対照表に記載されている現金及び 

預金勘定の金額と一致しております。 

  

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,950,000

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,857

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 125,538 9 平成20年３月31日 平成20年６月20日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品・サービス 

(1) 動力事業……航空機への電力・冷暖房気・圧搾空気等の供給 

(2) 整備事業……特殊設備の整備および保守管理業務並びに建物・諸設備の整備および保守管理業務他 

(3) 付帯事業……フードカートおよび航空機関連諸設備等の製作・販売ならびに受託手荷物検査装置の  

            運用管理、ハイジャック防止装置の保全業務  

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 １ 会計方針の変更 (1) 棚卸資

産の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準につい

ては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。この変更による営

業損益への影響は軽微であります。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 １ 会計方針の変更 (2) リース

取引に関する会計基準等の適用」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）およ

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19

年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

変更しております。この変更による営業損益への影響は軽微であります。   

  

動力事業 
(千円)

整備事業
(千円)

付帯事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 
      売上高 

1,469,641 1,286,607 308,863 3,065,112 ― 3,065,112

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― 4,826 4,826 (4,826) ―

計 1,469,641 1,286,607 313,689 3,069,939 (4,826) 3,065,112

営業利益 290,772 172,100 74,531 537,404 (190,083) 347,321

動力事業 
(千円)

整備事業
(千円)

付帯事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

4,367,147 3,558,332 786,460 8,711,940 ― 8,711,940

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― 12,588 12,588 (12,588) ―

計 4,367,147 3,558,332 799,048 8,724,528 (12,588) 8,711,940

営業利益 720,005 385,610 110,206 1,215,822 (571,668) 644,153
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【所在地別セグメント情報】 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結

累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結

累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
377.18円 362.55円

項目
(平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年３月31日) 
前連結会計年度末

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 5,261,002 5,057,125

普通株式に係る純資産額（千円） 5,261,002 5,057,125

普通株式の発行済株式数（千株） 13,950 13,950

普通株式の自己株式数（千株） 1 1

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株） 

13,948 13,948

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 24.25円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
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(注) １.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２.１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(注) １.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２.１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 338,279

普通株式に係る四半期純利益(千円) 338,279

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,948

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日  
  至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 13.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

項目
当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 184,142

普通株式に係る四半期純利益(千円) 184,142

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,948

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年２月12日

株式会社エージーピー 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エージーピーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エージーピー及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木  真 一 郎  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 海  野  隆  善  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 加  藤  敦  貞  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
(注)上記の株式会社エージーピー 成田支社は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜の  

  ため縦覧に供しています。  

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年２月12日 

【会社名】 株式会社エージーピー 

【英訳名】 AGP CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  合 田 正 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 東京都大田区羽田空港一丁目７番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社エージーピー成田支社 

 (千葉県成田市三里塚御料牧場１番地１) 

株式会社ジャスダック証券取引所 

 (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 



当社代表取締役社長合田正彦は、当社の第44期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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